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　第29次地方制度調査会は2009年6月16日、「今後の基礎 自治体及び監査 ・議会制度のあ り方に
関する答申」を麻生首相に提出した。答申は前文、第1市 町村合併を含めた基礎自治体のあ り方、
第2監 査機能の充実 ・強化、第3議 会制度のあ り方から構成されている。ここでは第1を 中心に








市町村が数多 く存在 しており、行政サービスの受益 と負担が一致 しておらず、公共施設の円滑な
利活用や一体性のある広域的なまちづ くりの観点から、合併や広域連携などを含めて、行政運営
の単位のあり方が課題 となっている)。第27次地方制度調査会答申の 「今後の基礎 自治体は、住
民に最 も身近な総合的な行政主体 としてこれまで以上に自立性の高い行政主体 となることが必要
であ り、これにふさわしい十分な権限と財政基盤を有 し、高度化する行政事務に的確 に対処でき
る専門的な職種を含む職員集団を有するもの とする必要がある」は、今後も妥当であるとする。























　 このように市町村合併は 「一区切 り」とされ終息する方向にあるが、この間の合併により市町






年3月 に「岐阜県市町村合併支援要綱」が策定 され、国と県が旗振 り役になって合併が推進される。





県は全国有数の 「合併先進県」であ り、地域 と自治体を様変わ りさせてきた。愛知県は岐阜 ・三
重の両県に比べると合併件数は少ないが、大都市圏のなかでは 「合併先進県」といえる。町村の
なかで、とりわけ村は49から4へ と激減し、三重県は村ゼロの県 となった。なにかと問題となる









協議から離脱して破たん した。大垣市を中心 とした西濃圏域合併協議は、全国でも珍 しい大垣市








政基盤が比較的脆弱な市町村が再編され、県内の多 くの地域で新 しい時代にふさわ しい行財政基
盤を整備するための環境が整えられたと評価する。 しか し、様々な事情により合併に至 らなかっ
た市町村 も存 している。愛知県市町村合併推進構想では、まず1万 未満の市町村を対象として構
想対象市町村の組み合わせを定め、以後、段階的に検討 してい くとした。
　三重県政策部は2008年12月「市町村合併後の状況～現時点で把握される事項について」という















活発化 している。 自民党の道州制推進本部が08年にまとめた報告書では、「2015年か ら17年」を
導入 目標年次とし、市町村 を「700から1000」に再編するとした。道州制導入 と市町村再編 とがセッ





















かなり変化することになる。市町村合併 についても、地方制度調査会答申のように 「一区切 り」
となるのであろうか。2>
6、自治体 自立 と自治体財政
(１）「全国小 さくても輝 く自治体フォーラム」と三重県朝 日町
　2003年2月、「全国小 さくても輝 く自治体 フォーラム」が長野県栄村で開催 された。前年ll月
の地方制度調査会専門小委員会において 「西尾私案」なるものが出され、全国の自治体に波紋を
呼んだ。この私案は平成の合併終了後 も合併せずに残る小規模町村 について、①一部事務を都道
府県に移 した極力簡素化した自治体、②周辺のほかの自治体に編入 した 「内部自治体」のいずれ
かの選択 を迫 り、町村から事実上の強制合併 との強い反発 を呼んだ。こうした厳 しい状況に対抗





27次地方制度調査会からの 「基礎自治体は総合行政主体」として、人口1万 以上がスタンダー ド







進めば小規模町村の苦労は泡 となる。これか らは近隣自治体 と連携 ・協働を進めることが道州制
に立ち向かう力になると述べる。質疑では合併の代替論 ともいえる定住 自立圏構想に話題が集中
した。飯田市が中心宣言を行ったことに対 し、岡庭村長は南信州の広域連合でやってきたものを





　 三重県朝日町は桑名市 と四日市市、川越町と接する面積6平 方キロに満たない,端 から端まで
歩いても15分ほどのコンパクトなまちである。2004年1月に朝日町の合併の意思を問う住民投票
が実施された。その結果は 「合併 しない」が522%であり、「単独でのまちづ くり」を進めること
になる。
　 2005年に第1次 自律計画が策定され、役場 として事務事業評価をや りなが ら、「選択 と集中」
により身の丈の予算を組んだ。「あさひ’いきいき'プラン」を作成 して、 まちづ くりを推進 して
きた。このプランは地区の活性化、人材の活性化、経済の活性化、役場の活性化を4つ の柱 とし






どを積極的に進めてきた。朝 日町の経験は、「合併を超えて自治体 自立へ」向けた動 きを考える
















減が大 きく作用 した。アメよりムチの方が合併推進 「効果」があった。東海自治体問題研究所 に
よる2005年3月段階で合併 していない自治体へのアンケー ト結果にも明確にあらわれている。合
併を検討 した動機で 「財政の厳 しさ」が39%、合併の課題も 「財政計画の確立」が49%、合併で懸
念することも 「財政問題」が54%と最高となっている。読売新聞が2006年10月に実施 した全国市
町村アンケー トも、さらに厳 しい状況を伝えている。財政が危機的な状況で好転の見通しが立た




　全国町村会の道州制 と町村に関する研究会による 「平成の合併をめ ぐる実態 と評価」(2008年)
においても、市町村 を合併に向かわせた第1の 要因として財政問題をあげる。合併算定換え、合
併特例債などの財政措置、地方交付税の削減等 という「アメとムチ」により、自主財源の乏しい
小規模市町村は合併を余儀な くされた。現場の声 を紹介 してお こう。「地方交付税の削減など、




取 りすれば、とりわけ 「三位一体改革」以降、合併 自治体、非合併自治体いずれの財政も悪化の
一途をたどり厳 しさを増 している。
全国町村会報告書は合併 自治体のマイナス効果の検証 として、「財政計画 との乖離」をあげ、
2人の首長の声を伝えている。「合併 してまもなく三位一体改革が始 まり、新町建設計画の財政
計画と現状が大きく乖離している。また、駆け込み事業等の起債償還により公債費が膨 らんでお
り、一層の行財政改革が必要である。」「合併当初は 『サービスは高 く、負担は低 く』という方針で
やってきたが、当然、財政面で壁に突き当たった。これが今後の厳 しい財政状況の大きな要因で





わけ地方交付税の拡充が緊急の課題 となっている。合併 ・非合併 自治体で財政構造が どのように
変化 したのか、い くつかの指標か らみていこう。
先に紹介 した三重県政策部 『市町村合併後の状況』では、財政状況の変化を次のように指摘 し
ている。1団 体当た り標準財政規模はヽ合併団体248%増に対 して、非合併は2.7%減と対照的な
姿 となっている。歳入合計は合併3.1%減、非合併7.9%減であ り、合併団体 に対する地方交付税
や合併特例債などの優遇措置によるものである。歳出は合併3,5%減、非合併7.1%減となっている。
いずれにしても、合併による財政への影響について、現時点では短期的な変化 しか把握できない
とする。三重県津市は面積7倍 、人口と財政規模は約2倍 となる広域合併を行った。前掲 『合併
を超えて自治体 自立へ』Ⅱ5において、津市の合併前後の財政分析を行っている。
ここ10年余 りの合併の進展 により、市町村の平均的な予算規模は約366億円と3.2倍に増 えた。
1998～2005年度に合併 自治体の経常収支比率は81%から91%に上昇 した。非合併の場合は79%
か ら88%という変化である。経常収支比率は合併 自治体の方がむしろ高 くなっているが、いずれ
も税収の伸 び悩みに加えて、地方交付税の大幅削減により財政硬直化が進んでいる。(日本経済
新聞09年4月6日付)2002年度を100とした1人 当り地方交付税は、非合併自治体が06年度まで
一本調 子で減 っているが、合 併 自治体 は05年度 に合 併補正 な どの関係 で いったん上昇 してい る。
地方債残 高は合併 自治体が05年度 まで増加 を続 けているのに対 し、非合併 は 目立 った増加 はみ ら
れない。積立金 も合併 自治体が04年度 まで急激 に減少 を続 けたのに対 し、非合併 はほぼ横 ばい と
なって いる。合 併が近づ くと積立 金 を取 り崩 し、そ れ を頭金 に地方債 を発 行 し、駆 け込み 的に
施設建 設 に走 った合併 自治体の動 きが読 み取 れ る。合併市 町村 の地方債残 高は01～05年度 に約
2兆 円増 えて約25兆円に達 しヽ積立 金は1兆 円余 り減 って3.4兆円になった。(朝 日新 聞08年12月
12日付)
合併特例債 に よるハ コモ ノ建設 は、返済額 の7割 を後年度 に地方交付税 で措置 ざれ 「お い しい
借金」といわれ、使 わなけれ ば損 とのムー ドが広が った。「三位一体改 革」による地方交付税削減は、
気前 よ く合併特例債 を発行 した 自治体 ほ ど重 い後年度負担 となる。 「うまい話 」に乗 った 自治体
も問題 だが、借金 をすすめ た国の責任 も大 きい。
以上 のように、財政危機 を打開す るため に市町村合併 を推進 して きた 自治体、非合併 自立 の道
を歩 んで きた自治体 ともに、財政 難や財政危機 に喘 いでい る。2007年夏 頃 まで は 「元気 な経 済」
の もとで富裕 な財政 を誇 って きた愛 知県下の市 町村 も 「トヨタシ ョック」の もとで財 政状況が一






2)愛 知県では、清洲市 と春 日町が2009年10月合併、豊川市と小坂井町が2010年2月合併予定、甚目寺町・
美和町 ・七宝町が2010年3月合併予定で協定調印している。西尾市 と幡豆郡3町 でも合併の動 きが急浮
上 している。この地域の合併構想は6年 前の2003年に破たんした。合併方式が西尾市への編入合併であ









6)前 掲 『合併を超えて自治体自立へ』Ⅳ1の拙稿を一部修正 した。
7)2008年度決算においても、国が示す 「財政健全化判断基準」の4指標 を愛知県内の全市町村がクリア
した。ただし、「トヨタショック」後の景気低迷による税収の落ち込みがあらわれる09年度は悪化する自
治体が増える可能性が高い。
